
 

 

 

 

 

 

 

 

 

◼ ソーラーシェアリング最前線（6） 

長野県南牧村「野辺山営農ソーラー」 

日射と雨からホウレンソウを守る 
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長野県南牧村の野辺山営農ソーラーは太陽光パネルの下でホウレンソウを栽培している。ホウレンソ

ウは雨や強い日射に弱い作物である。パネルの下に雨よけハウスを設置し、遮光率 38%の環境でホウレ

ンソウを育てている。ハウスには散乱光フィルムを使い、パネルの影による生育むらを抑える。遮光環境

でも重量のある株に育ちやすい晩生品種を選び、土壌分析にもとづく土づくりも進めている。こうした工夫

により、地域平均の 8 割以上の収量を確保している。発電事業の収益は遊休化していた農地の再生にも

使っている。井戸の掘削、ハウスの建設、整地、排水対策に計 1 億 1000 万円を投じた。営農を担う農業

法人は農業関連設備の初期投資を負担せずにホウレンソウ栽培を始めることができた。 

1. ホウレンソウの収量と品質を高める 3つの工夫 

標高 1400m の野辺山高原は夏場でも冷涼でホウレンソウ栽培に適している。一方で、近年は強い日射

や局地的豪雨への対応が課題になっている。こうした条件のもとで太陽光パネルの下の営農を担当する

のが、地元の農業生産法人であるアグレスである。ホウレンソウを年 2 回栽培しており、1 作目は 6 月に

栽培を始めて 7月に収穫し、2作目は 9月に栽培を始めて 10月に収穫する。暑くて雨の多い時期に栽培

する作物だ。 

同社は野辺山高原や埼玉県で、ホウレンソウや白菜など高原野菜の栽培実績がある。ホウレンソウの

品質を高め、収量を確保するために 3 つの工夫を取り入れている。1 つ目は、雨よけハウスと太陽光パネ

ルを組み合わせ、雨や強い日射を防ぐことである。 

ホウレンソウは葉を青果として販売するため、葉の傷みや病害は商品価値の低下に直結する。特に雨

にあたると病気にかかりやすく、葉の外観が損なわれると袋詰め商品として出荷しにくくなる。本プロジェク

トの発電事業を担う野辺山営農ソーラーでは、細長い藤棚型の太陽光パネルの下に雨よけハウスを設置

している（写真 1）。雨よけハウスとは、屋根状のフィルムで作物を覆って栽培する施設である。雨を直接あ

てない栽培環境をつくることで、病害や葉の傷みを抑え、青果として出荷できる品質を保っている。 

写真 1◇太陽光パネルの下に設置した雨よけハウス 
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初夏の野辺山高原は日中の気温が 30 度を超えることもあり日差しは強い。近隣の農家では、葉焼け

による生育不良や収量低下を起こしている事例がある。野辺山営農ソーラーは、農地に設置した藤棚型

ソーラーシェアリングの下に、計 55 棟の雨よけハウスを設置した。雨を避けることで、病害や葉の傷みを

抑え、青果として出荷できる品質を安定させている。 

太陽光パネルの下では、パネルの影によって場所ごとに日射量の差が生じやすい。日射量の差が大き

いと株ごとの生育にばらつきが出やすく、葉の大きさや株の状態をそろえにくくなる。袋詰め商品として出

荷するホウレンソウでは、こうした生育むらが品質のばらつきにつながる。 

雨よけハウスの屋根材には一般的な透明ビニールではなく、散乱光フィルム（直射光を拡散してハウス

全体に光を届ける農業用フィルム）を使っている。散乱光フィルムを通した光がハウスの中で全体に行き

渡る仕組みだ。光がハウス全体にまわることで、パネルの影による日射量の差が小さくなり、株ごとの生

育のむらを抑えやすい。 

ホウレンソウの葉を強い日射から守るには一定の遮光が必要である。ただし、日射量が不足すると 1株

あたりの重量が小さくなり、収量低下につながるおそれがある。葉焼け防止と生育に必要な日射量の確

保を両立するために、遮光率は 38%に設定した（写真 2）。地元の農業普及指導員や農業コンサルタントの

助言を受けて決めた。この設計により、葉焼けを抑えながら、生育に必要な日射量も確保している。 

写真 2◇遮光率 38%で設置した太陽光パネル 

 

2025年度に収穫したホウレンソウは、地域平均の 8割以上の収量を得られた。品質面では葉の傷みや

日焼けが少なく、青果として販売できる外観と鮮度を確保している。袋詰めした商品として全国のスー

パーマーケットを中心に出荷している。ホウレンソウの販売単価は150g（袋詰めホウレンソウの基準重量）

あたり 137 円である。2026 年の 5 月の市場価格（約 120 円）と比べて約 1 割高い水準にある。葉の傷み

や日焼けを抑え、青果として出荷できる品質を安定的に確保していることが、高単価で販売できる一因と

なっている。 
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収量と品質を保つだけでなく、農作業の効率を落とさない設計も重視した。雨よけハウスはホウレンソ

ウ栽培に使用する高さ・幅ともに約 2m のトラクターが通れるよう、高さ 3.8m、幅 5.4m で設計した。ハウス

の建設や農機具の走行を妨げないよう、パネルは高さ 5m に設置し、支柱間隔は 5.6m とした。これにより

設備の下でも通常の耕運作業が可能である（写真 3）。アグレスの代表取締役の土屋氏によると「設備設

計の段階で、ホウレンソウ栽培に必要なスペースを取るよう施工会社に伝えていた。農作業効率への悪

影響は特に感じていない」。 

写真 3◇雨よけハウスと耕運機 

 

2 つ目の工夫は、遮光環境に適した品種を選定することである。ホウレンソウは日射が強すぎると葉が

傷みやすい作物である。一方、日射が適度に当たることで、葉は厚く、株は丈夫に育ちやすい。太陽光パ

ネルの下では日射が抑えられるため、品種によっては茎や葉が細く伸びやすくなり、1 株あたりの重量が

小さくなる。これにより農地全体の収量も減ってしまう。 

そこでアグレスは、遮光によって日射量が減ることをふまえ、生育が緩やかな晩生品種「サマーヒット」

を選んだ（写真 4）。生育速度が遅い品種を使うことで、遮光環境でも株が十分に日光を受けながら育ち、

葉が厚く重量のある株になりやすい。2025年度に収穫したホウレンソウは、アグレスが通常の農地で栽培

するホウレンソウと比べても同程度の重量を確保している。 
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写真 4◇太陽光パネルの下のハウス内で育つホウレンソウの芽 

 

3 つ目の工夫は、土壌分析にもとづいた土づくりである。もともと農作物を栽培していない遊休農地だっ

た場所に太陽光パネルと雨よけハウスを設置した。長く使われていなかった農地で安定してホウレンソウ

を栽培するには、まず土壌の状態を把握する必要があった。営農を開始する前に土壌分析を実施したと

ころ、pH（土壌が酸性・中性・アルカリ性のどの性質を持つかを示す指標）が弱酸性の 5.5 であることが判

明した。ホウレンソウ栽培に必要な pHは中性に近い 6.5が目安とされる。 

土壌の改善に向けて、酸性を中和する石灰肥料を多く投入した。根の張りをよくするため、牛糞堆肥や

魚介堆肥も使用している。根の張りをよくすると、作物が土壌中の水分や養分をしっかり吸収できるように

なり、葉が厚く重量のある株が育つ。 

試行錯誤の結果、pH は徐々に改善し、現在はホウレンソウの根の張りにも大きな問題は出ていない。

「栽培を開始した当初は土の状態が悪く、期待する品質を得られなかった。しかし土壌の栄養状態を改善

することで品質の向上につながっている。引き続き試行錯誤を重ね、ホウレンソウに最適な土壌を作って

いく」（土屋氏）。 
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2. 売電収入で 3.5ヘクタールの遊休農地を再生 

本事業の農地を所有するのは、地元農家の宮下農場である。宮下農場やアグレスをはじめとする地域

内外の関係者は、ソーラーシェアリングを実施するため、2018年 12月に野辺山営農ソーラーを設立した。

宮下農場の宮下博満氏が同社の代表取締役を務める。野辺山営農ソーラーが発電事業と農業関連設備

の整備を担い、ホウレンソウの大規模な栽培実績を持つアグレスが営農を担当する役割分担とした。 

野辺山営農ソーラーの事業地は、もともと遊休農地だった。ハウスの周囲の農地には、今も撤去しきれ

ていない大きな石が残っている（写真 5）。ホウレンソウ栽培を始めるには、土壌改良や井戸の掘削、雨よ

けハウスの建設、排水対策などにより、農地を再び使える状態に戻す必要があった。 

ホウレンソウには継続的な水の供給が欠かせない。雨よけハウスでは作物に雨水が直接あたりづらい

ため、農地の近くに井戸を掘ることにより、かん水（作物の生育や土壌環境を整えるため、人工的に水を

与える作業）用の水源を確保した。3.5ha（ヘクタール）の遊休農地を整地したうえで、ハウスを 55 棟建て

た。太陽光パネルから流れ落ちた雨水が周辺農地へ流れ込むことを防ぐため、設備周辺には用水路と調

整池も整備した。 

写真 5◇ハウスの周辺の農地に残る石 

 

農業関連設備の整備には計 1億 1000万円を要した。その費用を支えたのが太陽光発電による売電収

入である。3.5haの農地に直流出力 1612kW（キロワット）の太陽光パネルを導入した。パネルは 1枚あたり

450W（ワット）で、計 3556枚を設置している。パワーコンディショナー（直流の電気を交流に変換する装置）

の容量は 1500kWで、年間の発電電力量は約 223万 kWh（キロワット時）にのぼる。 
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2025年度の発電電力量は、事業計画時の想定値より約 20%多かった。想定を上回った要因の 1つは、

両面受光パネル（表裏の両面で光を受けるパネル）の効果である。野辺山高原は冬季に雪が降る。積雪

で反射した光を裏面でも受けやすく、片面パネルと比べて発電量を増やしやすい。太陽光パネルは発電

時に熱を発生し、傾斜を 15度つけて設置していることから、雪はパネル上に残りにくい。 

発電した電力は 2014 年に FIT（固定価格買取制度）の適用を受けて、特定卸電力供給により小売電気

事業者の生活クラブエナジーへ売電している。特定卸電力供給とは、FIT電気を市場に供給するのではな

く、特定の発電所の電気として小売電気事業者に供給する仕組みである。買取価格は 1kWh あたり 32 円

（税抜き）で、年間の売電収入は約 8000万円である。 

発電事業の総工費は約 4 億円である。年間のランニングコストは、保険料や固定資産税などを合わせ

て 1200 万円かかる。年間の売電収入からランニングコストを差し引いた額をもとに計算すると、太陽光発

電設備だけで見た投資回収期間は約 6年となる。 

ただし、本事業では発電設備に加えて、ホウレンソウ栽培に必要な農業基盤にも大きな初期投資がか

かっている。農業基盤の初期投資額 1 億 1000 万円を含めると、ソーラーシェアリング全体の投資回収期

間は約 8 年となる。事業資金の多くは八十二銀行と日本政策金融公庫からの融資で調達した。残りは野

辺山営農ソーラーの出資者からの資金拠出でまかなった。売電収入をもとに野辺山営農ソーラーが農業

基盤を整備したことで、アグレスは井戸やハウスなどの初期費用を負担せずにホウレンソウ栽培を始めら

れた。 

本事業で利用する FIT 認定は、野辺山営農ソーラーの設立以前に取得されたものである。宮下農場は

別の事業会社と地上設置型太陽光発電の開発のために、2014 年度に FIT 認定を受けた。当時、登記上

の地目は「林野」であり、地上設置型の太陽光発電所を建設する計画だった。 

しかし、その後の確認で、この土地は過去に牧草を栽培していた実績があることから、農地法上は農地

として扱われることになった。登記上の地目が林野であっても、実際に農地として使われてきた土地であ

れば、農地法の規制を受ける場合がある。これにより地上設置型の太陽光発電所として整備することは

むずかしくなった。 

当初 FIT認定を保有していた事業会社は、野辺山の発電事業から撤退した。その後、宮下農場は 2017

年に、関係者から「ソーラーシェアリングであれば、農業を続けながら発電事業を進められる可能性があ

る」との助言を受けた。これを契機に、地上設置型の太陽光発電所から、農業と発電を両立するソーラー

シェアリングへ事業計画を転換した。 

地元主体の体制であっても、地域の理解を得るには時間がかかった。野辺山営農ソーラーを 2018年に

立ち上げてから農地の一時転用許可を取得するまで、3 年半を要した。理由の 1 つとして、排水の問題が

あった。 
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用地の周辺には、レタスや白菜などの高原野菜を栽培する農地が広がる。周辺農家を中心に住民説

明会を計 7回開き、ソーラーシェアリングの仕組みや営農計画を説明した。周辺農家の中には、太陽光パ

ネルから流れ落ちた雨水が周辺農地に流れ込むのではないかと懸念する声があった。 

土地の傾斜や設備設計からそのリスクは低いと説明したが、懸念を抱く一部の住民の理解を得るには

至らなかった。最終的には地域の不安を抑えるため、用水路と調整池を整備した（写真 6）。こうした取り組

みを経て、2021年 10月に一時転用許可を農業委員会へ申請し、2022年 6月に許可を得られた。 

写真 6◇農地周辺に整備した用水路と調整池 

 

周辺農地への雨水流出には対策を講じた一方、パネルの下の農地では別の排水上の課題が残ってい

る。近年頻発する局地的な豪雨の際、太陽光パネルから落ちた雨水がハウスとハウスの間に集中して落

ちる。その水がハウス内へ流れ込み、土壌が削れることがある（写真 7）。土壌とともにホウレンソウが流さ

れることもある。パネルの下で営農を開始してから、年に数回発生している。このような現象が起こるのは

ソーラーシェアリングを実施している農地全体の 1 割に満たない。ただし水が集中する場所では部分的に

収穫量が減っている。 

パネルを支える架台に雨どいを設置するのが有効な対策と考えている。「雨どいで水を受け、排水溝を

通じて周辺の用水路や川に流す。そうすれば農地の一部に水が集中するのを抑えられる。設置には多く

の費用がかかるが、検討を進めていきたい」（土屋氏）。 
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写真 7◇パネルから落ちた水で削れた農地 
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●基本データ 

土地の区分 第 1種農地 

農地の面積 3.5ha（標高 1400m） 

運転開始時期 2022年 10月 

一時転用許可年数 10年 

農業 

作物 ホウレンソウ（品種：サマーヒット） 

栽培期間 6月～7月、9月～10月 

農業事業者 野辺山営農ソーラー株式会社 

販売先 全国のスーパー、大手飲食店、生活クラブなど 

発電 

設備容量 DC1612kW、AC1500kW 

設置方法 藤棚型 

支柱の高さ 5m（パネル最下部までの高さ） 

支柱の幅 横幅 5.6m、奥行き 50m 

遮光率 38% 

年間発電電力量 約 223万 kWh 

発電事業者 野辺山営農ソーラー株式会社 

電力供給 株式会社生活クラブエナジー（FIT特定卸供給） 

資金調達 
八十二銀行・日本政策金融公庫の融資、野辺山営農ソーラーの出資者

の資金拠出 
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